
Ⅰ　はじめに
　疾病構造の変化、少子高齢化、人口減少など我
が国の保健医療福祉をとりまく状況が変化し、
人々の生活や健康を守る上で専門職が連携し、支
援していくことが不可欠な時代となった。多様な
生活ニーズへの対応、人々の主体的参画に向けて
保健医療福祉の現場では専門職による連携が行わ
れており、これら実践を支えるための教育がすで

に始まっている。たとえば、山崎ら（2016）は看
護師を含むコメディカル４職種を養成する大学で
の初年次からの多職種連携教育の実践において、
チーム医療に対する理解は学年が進行するに従っ
て段階的に深まること、授業に対する意欲は卒業
年次に向けて高くなっていくことを示し、４学科
合同のグループ学修の強化が必要だとしている。
また、安井ら（2013）は医学、薬学、看護学の
各学部生が連携技術を学ぶにあたっては、多くの
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抄録
【目的・方法】総合福祉学部、コミュニティ政策学部、看護栄養学部の三学部で専門職連携教育のプログラム
を構築するための基礎的資料を得ることを目的に、社会福祉学科卒業生２名、コミュニティ政策学科卒業生
１名、看護学科卒業生１名の協力を得て、2018年８月に多職種連携教育の経験およびニーズに関するグルー
プインタビュー調査を実施した。
【結果】インタビューデータはテキスト化、セグメント（切片）化したうえで、意味内容からコード化・カテ
ゴリ化した。その結果、本調査対象の卒業生は、福祉を基盤とした大学の文化を背景にして、福祉の実践者
としての周囲からの期待と、福祉マインドを体現する先輩や実務経験のある教員の存在を、専門職としての
多職種連携を推進する力としており、またそれぞれの実践に他学部学生との交流経験が生かされていた。
【結論】本学における多職種連携教育プログラムでは、学生間の交流を促進するような、初年次での学部を超
えたキャンパス共通の科目をもうけること、他学部他学科の学生による合同演習を含む多職種連携に関する
科目をカリキュラムに組み込むことの必要性が示された。
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　本研究の成果は直接的には本学独自の多職種連
携教育プログラムの開発につながる。加えて、保
健・医療・福祉職を目指す学生間のみならず、行
政職など地域住民の主体的活動やまちづくりに参
画する者に対する連携教育に関する視座が得られ
ると考えられる。

Ⅱ　対象と方法
１．用語の定義
　本調査に際し、使用する用語を以下の通り定義
した。
　・多職種連携：資格や免許の有無にかかわら
ず、職業を有した者（同士）が目標を共有し、互
いに働きかけ協力して、その職務や役割を遂行す
ること。また、そのための知識や技術を習得する
ために行われる、意図的・計画的な働きかけ。な
お、一方からの働きかけは他方（複数あることも
ある）に作用を起こさせ、再び起点となった一方
や全体に返されるという反復作用が認められ、単
に一方からの連絡で終わるものではない。
　・実践／実践活動：自らが修めた学問領域の理
論や知識、経験を用いて、職業としての倫理に基
づき自ら実際に行うこと。またその具体的な活動
や行動。

２．対象
　2018年５月に本学総合福祉学部社会福祉学科、
コミュニティ政策学部コミュニティ政策学科（旧
総合福祉学部人間社会学科）、看護栄養学部看護
学科を卒業した者で各学科２名、合計６名に対し
て、調査への協力を依頼した結果、４名の卒業生
から協力が得られた（表１）。なお、対象者は、
各学部での学問領域の知識や技術を活かし、地域
住民を対象とする業務に就き、３年以上の経験を
有している者とした。以上の条件を満たす卒業生
を各学部教員に選定、紹介していただいた。

３．方法
　2018年８月に２時間のグループインタビュー
を行った。グループインタビューは本学の小教室
で、筆者ら２名の進行により行った。インタビュ
ーでは、学部時代を含め現在までの多職種連携に

学部の医療職である教員が協働して開発したシナ
リオを用いた教育の実用性を明らかにするととも
に、限定的であるとしながらも多職種連携教育の
効果を示している。連携教育の多くは自校内での
他学部・他学科との合同履修科目として取り組ま
れているが、複数の大学が参画して取り組んでい
る事例も散見される*１。合同履修科目においては
具体的な健康課題が設定され、その解決に向けた
方策について協働で取り組んでおり、学生たちの
達成感や様々な気づきが得られているなど、多職
種連携教育の有効性は金谷ら（2010）や平井（2014）
をはじめ多くの研究や実践報告で明らかにされて
いる。
　我が国における地域包括ケアの推進において
は、保健医療福祉分野のみならず、住民の自治や
主体的参画を側面から支援する行政の役割は大き
く、行政職員との協働が不可欠といえる。しか
し、布瀬（2015）らが報告するような、まちづくり
を目的とした保健・医療・福祉の専門職と住民と
の協働の実践にとどまっており、行政職やその他
地域の社会資源となる人材との協働に関する報告
は非常に限られている。したがって、保健医療福
祉職を目指す学生のみならず、将来政策決定を担
うであろう学生を含めて連携教育に取り組んでい
る教育機関は少ないと思われる。社会福祉学、総
合政策学、看護学、栄養学の専門職を育成する本
学の多職種連携教育に関して、現在は社会福祉学
科と看護学科の一部の科目において合同授業や演
習が行われているに過ぎない。
　以上から、本学千葉キャンパスにある三学部、
すなわち社会福祉学部と看護栄養学部、コミュニ
ティ政策学部それぞれの学問・知見を踏まえ、お
のおのの立場から、住民の主体的な取り組みによ
る地域づくりを支える人材を輩出することが社会
の要請に応えることになると考えられる。
　そこで、総合福祉学部、コミュニティ政策学部、
看護栄養学部の三学部で住民や地域にチームで働
きかける専門職を育成するための教育プログラム
を開発し、構築するための基礎的資料を得ること
を目的に、卒業生を対象とした多職種連携教育に
関する経験およびニーズ調査を把握し、その実情
を明らかにする。
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Ⅲ　結果
１．多職種連携に関する教育を受けた経験
　学部時代から現在まで、多職種連携に関する教
育を受けた経験とその内容に関して、27のセグ
メントから15のコードが抽出され、カテゴリ化
した（表２）。なお、本稿では調査対象者をそれ
ぞれアルファベットで、メインカテゴリーを【 】、
サブカテゴリー（1）を『 』、サブカテゴリー（2）
を「 」、コードを＜ ＞で示す。
　多職種連携に関する教育としては、【卒後のト
レーニング】と【大学時代の教育】に分けられ、
全員がなんらかの【卒後のトレーニング】に関す
るエピソードを語っている。
【卒後のトレーニング】の内容は、『研修会の受
講』、実践において先輩や上司から実務訓練を受
ける『現任訓練（OJT）』『連携実践』『事例学習』
であり、研修や実践によりトレーニングされてい
ることが示された。『研修会の受講』は「組織外
研修」と「組織内研修」があり、特に自治体職員
であるCとDがチームワーク研修や接遇研修とい
った、連携の基盤となる技術研修を組織内で受け
ていた。【大学時代の教育】は、『概要に関する講
義』、＜他学科の学生とゼミで知り合い、関わっ
た＞「１年次の基礎ゼミ」や「保健医療福祉の連
携Ⅱ」などの『自職種・他の職種の理解につなが
る科目』、「１年次の専門基礎科目」や「専門科目」
など『連携方法などの連携技術に関する科目』が
あげられた。なお、「基礎ゼミ」や「保健医療福
祉の連携Ⅱ」をあげたBと同じ年に卒業したAも
これらの科目を履修しているはずであるが、＜授
業の中で連携の意義などの概要は聴いた（かもし
れない）＞としている。

２．多職種連携に役立った大学の資源
　卒業生の多職種連携の実践においては、10の

関する教育を受けた経験とその内容、多職種連携
に役立ったと思う大学の資源、および学部で必要
な教育について自由に話していただく形式とし
た。なお、インタビューの内容は調査対象者の同
意を得てICレコーダーに録音した。

４．分析方法
　分析においては、グループインタビューによっ
て得られた内容をテキスト化、セグメント（切片）
化し、コード化・カテゴリ化した。コード化・カ
テゴリ化にあたっては、テキスト化したインタビ
ュー内容を読み込み、研究者１名が中心となって
テキストデータをセグメント化・コード化した
後、他の研究者からの意見を得てさらに分類整理
した。なお、同一のエピソードが繰り返し語られ
た場合は、そのたびごとにセグメント化しカウン
トしている。
　以上から本学卒業生の連携教育に関する実情を
把握し、連携教育導入に資する本学の資源や教育
方法について考察した。

５．倫理的配慮事項
　調査協力に際し、対象者に対して紹介者である
各学部教員および研究者から、調査の趣旨および
内容、方法について口頭で説明し調査協力を依頼
した。そのうえで文書でも説明し、調査への同意
を文書でいただいた。調査実施に当たっては、個
人が特定されないこと、不利益となることはしな
いこと、データの漏洩防止に関して十分な措置を
講じること、インタビューの場で語られた具体的
内容は互いに口外しないこと、参加および撤回の
自由を保障すること、データは研究論文として公
表されることを再度説明・確認し、協力をいただ
いた。なお、本調査は、2018年に淑徳大学看護
栄養学部研究倫理審査委員会による承認（平成
30年５月17日承認番号N18‒3）を得て行った。

表１　調査対象者
事例 卒業学科 卒業年 現職 卒業後の経歴
A 社会福祉学科 2012年 地域包括支援センター社会福祉士 特別養護老人ホーム介護職員（3年間）→（転職）現職
B 社会福祉学科 2013年 地域包括支援センター社会福祉士 特別養護老人ホーム介護職員（4年間）→（異動）現職
C コミュニティ政策学科 2016年 市町村行政職 （現職のまま）
D 看護学科 2012年 市町村保健師 （現職のまま）
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を明らかにする。
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のセグメントから10のコードが抽出された（表
４）。【対人関係技術】については、＜不当要求行
為に学生時代にも慣れていると良かったかもしれ
ない＞として「交渉力」をあげる者が２名おり、
いずれも自治体職員であった。また「説明力」も
あげられ、『伝わる力』を身につけることへのニ
ーズが示された。【状況把握能力】としては、『読
み取る力』の中でもその基礎となる「気づく力」
を養うことがあげられた。そして、全員から【知
識・情報】の獲得があげられた。具体的には『社
会資源・サービスに関する知識』や『保健医療福
祉関連職種の理解』であり、＜金銭管理の支援、
未成年後見制度の知識が必要だった＞、＜現場で
学ぶが、単語を知ってるだけでも違う＞など、実
際に支援をするなかで必要に迫られた経験から、
これらの知識を身につける必要があるとしてい
る。『保健医療福祉関連職種の理解』も同様であ
るが、＜様々な職種を実際に知る機会が欲しい＞
といった、実際の場面や人に接する機会を作るこ
とに対するニーズも示された。

Ⅳ　考察
１． 多職種連携の知識・能力を身につける教育プ
ログラム

　本学卒業生に対するグループインタビュー調査
の結果、学部教育および卒後教育の中で、それぞ
れが多職種連携に関する技術を習得していること

セグメントから６のコードが抽出され、カテゴリ
化した（表３）。その結果、実践では【大学の環境】
と【人的資源】が役立ったことが示された。【大
学の環境】に関しては、総合福祉学部ではない卒
業生が「福祉に触れる多くの機会」や「社会にお
ける福祉の大学という強いイメージ」があったこ
とをあげている。また、＜外部からも福祉の大学
というイメージで見られ、他学部でも福祉の仕事
に就くことが多い＞とし、社会からは本学の卒業
生は福祉の知識を有する人材としてとらえられて
いることも示された。『「福祉の淑徳」としての歴
史』が、学生にとっては意識するしないにかかわ
らず影響を与え、また社会には自明のこととして
受け取られていることが見いだされたといえる。

【人的資源】としては、『同窓生としてのつながり』
『自職種のモデルとなる教職員』があり、「気軽に
教えを乞える保健医療福祉専門職である同窓生の
存在」が卒業生自身の成長を支え、連携を円滑に
していること、そして＜福祉分野での公務員経験
のある教員から、職務の内容を教えてもらったほ
か、公務員試験勉強の励みにもしていた＞という
ように「現場経験のある教員」が現在の職業選択
や仕事の仕方に影響を与えていることが示された。

３．多職種連携に関する学部教育に対するニーズ
　多職種連携を進めていく人材を養成する学部で
必要だと思う教育内容について尋ねた結果、18

表２　多職種連携に関する教育を受けた経験
カテゴリ サブカテゴリ（1） サブカテゴリ（2） コード 事例 セグメント数
卒後のトレ
ーニング

研修会の受講 組織外研修 自分で研修会を申し込み参加する A 2
組織内研修 チームワーク研修を受けた C,D 4

接遇研修を受けた A,C,D 4
現任訓練（OJT) 先輩からの指導・助言 先輩ケースワーカーに助言をいただき、学んでいく C 1
連携実践 事例の支援・実践 現場での多職種連携会議で学ぶ B,D 2

それぞれの専門職の個人的な特徴も踏まえ、現場実践の
中で学ぶ A 2

事例学習 事例検討会 多職種を呼んで小規模な事例検討会（年1回）を開催し、学ぶ D 1
所属組織内での事例検討会で学ぶ A 1

大学時代の
教育

概要に関する講義 社会福祉学科開講科目 授業の中で連携の意義などの概要は聴いた（かもしれない） A 2
連携技術など具体的なことは学んでいない A 1

自職種・他職種の理
解につながる科目

合同授業 保健医療福祉の連携Ⅱでの福祉と看護での合同授業があった B,D 2
1年次の基礎ゼミ 他学科の学生とゼミで知り合い、関わった D 1

連携方法などの連携
技術に関する科目

1年次の専門基礎科目 S先生の専門基礎科目の講義で聞いた B,D 2
専門科目 看護学科地域看護学（講義）で聞いた D 1
実習科目 看護学科臨地実習で連携の実際に触れた D 1

56



れている。笹野ら（2017）は、「IPE（筆者注：Inter 
professional education専門職連携教育）では学生
自らがグループ作りから企画運営することで職種
ごとに偏りがちな考え方を知り，話し合いをとお
して最善の方法を見つけることができる。（中略）
学内教育において「多職種チーム」を体験し、お
互いを理解することは重要である」とする。今回、
卒業生たちはまだ専門教育を受けていない段階で
の「基礎ゼミ」を連携教育として想起している。
当時は意識していなかったとしても、実践を重ね
てから学部時代を振り返ったときに、「多職種チ
ームによる課題解決」を疑似体験した、それが学
部時代の連携教育であった、と卒業生たちはとら
えていると考えられる。したがって、連携教育プ
ログラムの企画においては、他学部他学科の学生
との学術的な交流を演習として組み込み、そこで
は教員がグループを決めて学生に提示するのでは
なく、グループ作りから学生が主体的に行うよう
仕掛けることで教育効果が高まる。さらに、学術
的な意見交流の場は自職種や他の職種の理解を深
めることのみならず、連携に必要なコミュニケー
ション能力やチームワーク力の向上も期待でき

が示された。円滑な連携をはかるうえで、専門職
はコミュニケーション能力やチームワーク力を育
み、自職種および他の職種に関する知識を獲得す
ることが望まれる。これらについて、本学では学
部・学科を超えた共通科目や学科科目で習得でき
るようカリキュラムが構成されている。しかし、
連携方法や技術に関しては、それを学んだという
記憶が薄く、＜授業の中で連携の意義などの概要
は聴いた（かもしれない）＞とする卒業生もいた。
この卒業生にとっては大学時代の教育よりも卒後
に受けたトレーニングの方が鮮明な記憶であっ
て、卒後の経験が多く語られた可能性がある。そ
の一方で、これまで体系的に三学部間の連携教育
を行っていなかった本学の卒業生の複数名が何ら
かの本学での教育経験を語ったことは意義深い結
果であると思われる。特に、社会福祉学科と看護
学科の卒業生があげた「保健医療福祉の連携Ⅱ」
は、両学科学生による合同演習が組み込まれてい
る。さらにこの２名は「基礎ゼミ」も連携実践に
役立ったと感じている。「保健医療福祉の連携Ⅱ」
も「基礎ゼミ」も他学部他学科の学生とともに
講義を受け、学術的な意見を交わす場が提供さ

表３　多職種連携に役立った大学の資源

表４　学部で必要だと思う教育内容

カテゴリ サブカテゴリ（1） サブカテゴリ（2） コード 事例 セグメント数
大学の環境「福祉の淑徳」として

の歴史
福祉に触れる多くの機会 他学部でも福祉に触れる機会は多かった C 1

看護でも福祉の授業があった D 1
社会における福祉の大
学という強いイメージ

外部からも福祉の大学というイメージで見られ、他学部
でも福祉の仕事に就くことが多い C 1

人的資源 同窓生としてのつな
がり

気軽に教えを乞える保
健医療福祉専門職であ
る同窓生の存在

同窓生と仕事でつながることが意外に多い B,C,D 4

同じ職場に卒業生がいる C,D 2
自職種のモデルとな
る教職員

現場経験のある教員 福祉分野での公務員経験のある教員から、職務の内容を
教えてもらったほか、公務員試験勉強の励みにもしていた C 1

カテゴリ サブカテゴリ（1） サブカテゴリ（2） コード 事例 セグメント数
対人関係技術 伝わる力 交渉力 不当要求行為に学生時代にも慣れていると良かったかも

しれない C,D 3

説明力 説明する能力を身につける A 1
状況把握能力 読み取る力 気づく力 まずは自分が疑問に思うこと C 1
知識・情報 社会資源・サービス

に関する知識
社会資源 地域における社会資源（機関）に関する知識 B,C 2
制度 金銭管理の支援、未成年後見制度の知識が必要だった B,C 2

現場で学ぶが、単語を知ってるだけでも違う B 1
保健医療福祉関連職
種の理解

職種の種類 様々な職種を実際に知る機会が欲しい B,C 3
各職種の機能 職種の業務範囲を知る B,C 3

他職種への連絡において自分の知識不足が一番苦労した C 1
各職種の役割 どの職種かどこの範囲をカバーしているのか、基礎とし

て身に付けておいたほうが良い C 1

のセグメントから10のコードが抽出された（表
４）。【対人関係技術】については、＜不当要求行
為に学生時代にも慣れていると良かったかもしれ
ない＞として「交渉力」をあげる者が２名おり、
いずれも自治体職員であった。また「説明力」も
あげられ、『伝わる力』を身につけることへのニ
ーズが示された。【状況把握能力】としては、『読
み取る力』の中でもその基礎となる「気づく力」
を養うことがあげられた。そして、全員から【知
識・情報】の獲得があげられた。具体的には『社
会資源・サービスに関する知識』や『保健医療福
祉関連職種の理解』であり、＜金銭管理の支援、
未成年後見制度の知識が必要だった＞、＜現場で
学ぶが、単語を知ってるだけでも違う＞など、実
際に支援をするなかで必要に迫られた経験から、
これらの知識を身につける必要があるとしてい
る。『保健医療福祉関連職種の理解』も同様であ
るが、＜様々な職種を実際に知る機会が欲しい＞
といった、実際の場面や人に接する機会を作るこ
とに対するニーズも示された。

Ⅳ　考察
１． 多職種連携の知識・能力を身につける教育プ
ログラム

　本学卒業生に対するグループインタビュー調査
の結果、学部教育および卒後教育の中で、それぞ
れが多職種連携に関する技術を習得していること

セグメントから６のコードが抽出され、カテゴリ
化した（表３）。その結果、実践では【大学の環境】
と【人的資源】が役立ったことが示された。【大
学の環境】に関しては、総合福祉学部ではない卒
業生が「福祉に触れる多くの機会」や「社会にお
ける福祉の大学という強いイメージ」があったこ
とをあげている。また、＜外部からも福祉の大学
というイメージで見られ、他学部でも福祉の仕事
に就くことが多い＞とし、社会からは本学の卒業
生は福祉の知識を有する人材としてとらえられて
いることも示された。『「福祉の淑徳」としての歴
史』が、学生にとっては意識するしないにかかわ
らず影響を与え、また社会には自明のこととして
受け取られていることが見いだされたといえる。

【人的資源】としては、『同窓生としてのつながり』
『自職種のモデルとなる教職員』があり、「気軽に
教えを乞える保健医療福祉専門職である同窓生の
存在」が卒業生自身の成長を支え、連携を円滑に
していること、そして＜福祉分野での公務員経験
のある教員から、職務の内容を教えてもらったほ
か、公務員試験勉強の励みにもしていた＞という
ように「現場経験のある教員」が現在の職業選択
や仕事の仕方に影響を与えていることが示された。

３．多職種連携に関する学部教育に対するニーズ
　多職種連携を進めていく人材を養成する学部で
必要だと思う教育内容について尋ねた結果、18

表２　多職種連携に関する教育を受けた経験
カテゴリ サブカテゴリ（1） サブカテゴリ（2） コード 事例 セグメント数
卒後のトレ
ーニング

研修会の受講 組織外研修 自分で研修会を申し込み参加する A 2
組織内研修 チームワーク研修を受けた C,D 4

接遇研修を受けた A,C,D 4
現任訓練（OJT) 先輩からの指導・助言 先輩ケースワーカーに助言をいただき、学んでいく C 1
連携実践 事例の支援・実践 現場での多職種連携会議で学ぶ B,D 2

それぞれの専門職の個人的な特徴も踏まえ、現場実践の
中で学ぶ A 2

事例学習 事例検討会 多職種を呼んで小規模な事例検討会（年1回）を開催し、学ぶ D 1
所属組織内での事例検討会で学ぶ A 1

大学時代の
教育

概要に関する講義 社会福祉学科開講科目 授業の中で連携の意義などの概要は聴いた（かもしれない） A 2
連携技術など具体的なことは学んでいない A 1

自職種・他職種の理
解につながる科目

合同授業 保健医療福祉の連携Ⅱでの福祉と看護での合同授業があった B,D 2
1年次の基礎ゼミ 他学科の学生とゼミで知り合い、関わった D 1

連携方法などの連携
技術に関する科目

1年次の専門基礎科目 S先生の専門基礎科目の講義で聞いた B,D 2
専門科目 看護学科地域看護学（講義）で聞いた D 1
実習科目 看護学科臨地実習で連携の実際に触れた D 1
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ンドを具現化する専門職として成長していくとと
らえられる。
　また、本学の歴史は【人的資源】としての同窓
生の多さにもつながっている。連携を図っていく
上で、同窓生であることの連帯感が相手へのアク
セスの敷居を下げ、支援の初期段階での、また何
かある度の連絡や相談につながっている。具体的
には職場に卒業生がいる環境であったり、「基礎
ゼミ」に代表される他学科の学生と関わった経験
が、敷居を下げていると思われる。
　そして、福祉の実践者である先輩の存在や、福
祉現場での実践経験のある教員の存在が、自職種
のモデルとなって、円滑な連携をさらに可能にし
ていると思われる。

Ⅴ　結論
　本調査により、以下が明らかになった。
　本調査対象の卒業生にとっては、福祉を基盤と
した大学の文化に触れた経験、福祉の実践者とし
ての周囲からの期待、福祉マインドを体現してい
る卒業生やモデルとなる実務経験のある教員の存
在が、多職種連携を推進していく力になっている。
　そして本学で多職種連携教育を開発し、進めて
いくうえでは、学生間の交流を促進するような、
初年次での学部を超えたキャンパス共通の科目を
もうけること、他学部他学科の学生による合同演
習を含む多職種連携に関する科目をカリキュラム
に組み込むことが求められる。具体的には、保健
医療福祉関係職種に関する知識を習得できる科
目、伝わる力をはじめとする表現技術やコミュニ
ケーション能力を向上させる科目をキャンパス全
学部の共通基礎科目に組み入れること、そして専
門教育科目では他学部他学科の学生とのディスカ
ッションを含む現行の学部科目を継続するととも
に、他学部他学科学生でも履修可能な科目を増や
し、そこでは学生が主体的にグループ作りから取
り組み、学術的な意見交流を促す授業が提供され
ることである。
　最後に、本調査は半構造化面接法によるが、グ
ループインタビューを採用したことで、筆者らの
質問に対して一部の卒業生のみが答えることもあ
った。本調査データは音声であり、言語を伴わな

る。そして、本調査を通して、多職種連携を推進
していく専門職養成を目指す学部教育において、

「伝わる力」を育成する必要性があきらかになっ
たととらえられる。これは自らの意思や思考を伝
えることを基礎として、相手に正確に自らの意思
や思考が伝わるよう力を尽くし、そして結果とし
て伝わる、という力である。これにより多職種チ
ームにおいてそれぞれが専門性を発揮することが
可能になり、利用者や患者への支援の円滑化、充
実化がはかられると考える。この力は自分とは異
なる思考を持つ人と多くかかわることで育成され
るものではないだろうか。

２．多職種連携の実践を支える大学の資源
　本調査により、本学の資源が卒業生の多職種連
携の実践に役立っていることがあきらかになっ
た。特に【大学の環境】としてあがった『「福祉
の淑徳」としての歴史』は、保健医療福祉職によ
る連携を進めていく上での本学の特徴であるとと
らえられる。川瀬（2016）は本学の社会福祉学
部（現）卒業生へのアンケート調査において、社
会福祉学科卒業生は他学科と比較して、本学を誇
りに思う気持ちが高かった一方、「後発の社会学
科・人間社会学科および心理学科・実践心理学科
の意識が有意に低」く、学部・学科の改変を進め
てきたことで、「「福祉の淑徳」としてアイデンテ
ィティを確立してきた淑徳大学が、社会学と心理
学という新たな学問領域を包含する大学として、
建学の精神の継承を模索しなければならなくなっ
た時期に入った」ことを指摘する。しかし、本調
査においては他学科の学生にも何らかの形で「福
祉の淑徳」が受け継がれていることが示された。
また、川瀬による調査では「社会を支えるのには、
専門家と隣接領域の関係者が協働することが重要
だと思う」とした卒業生は81.6％にのぼる＊２と
され、多職種連携教育を受けなかった世代でもそ
の重要性を認識している。
　以上から、学部にかかわらず、本学卒業生の多
職種連携の理解や実践への意欲は、カリキュラム
や学内行事を含めた福祉を基盤とする大学の環境
によって育まれ、福祉の実践者としての社会から
の期待を覚知することで、卒業生たちは福祉マイ
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書－卒業後の動向および仕事・人生へ向きあう
意識について－』」に詳しい。
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い賛同の頷きなどの視覚的データは収集していな
い。インタビューアーはそれぞれの卒業生に対し
てできるだけ発言する機会を多く持てるように努
めたが、同様の経験や意見を持っていたとしても、
必ずしも言語として表現されず、それが本調査結
果に反映されないというデータ上の制約がある。
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また、本研究は平成30年度淑徳大学教育改革推
進事業助成費「住民参加型専門職連携の将来を担
う学生のための教育プログラム」の一部として実
施したものである。
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療福祉連携教育学会学術集会にて発表した。

注釈
*１：埼玉県立大学、埼玉医科大学、城西大学、

日本工業大学の連携による「彩の国連携力育成
プロジェクト（https://www.saipe.jp/）」、名古屋
市立大学、名古屋学院大学、名古屋工業大学に
よる文部科学省「『未来医療研究人材養成拠点
形成事業』～地域と育む未来医療人『なごやか
モデル』（https://nagoyaka-model.jp/nagoyaka/）」
など。

*２：調査結果は、淑徳大学社会福祉研究所総合
福祉研究室発行の「平成27年度総合福祉研究
特集号『淑徳大学社会福祉研究所共同研究報告

ンドを具現化する専門職として成長していくとと
らえられる。
　また、本学の歴史は【人的資源】としての同窓
生の多さにもつながっている。連携を図っていく
上で、同窓生であることの連帯感が相手へのアク
セスの敷居を下げ、支援の初期段階での、また何
かある度の連絡や相談につながっている。具体的
には職場に卒業生がいる環境であったり、「基礎
ゼミ」に代表される他学科の学生と関わった経験
が、敷居を下げていると思われる。
　そして、福祉の実践者である先輩の存在や、福
祉現場での実践経験のある教員の存在が、自職種
のモデルとなって、円滑な連携をさらに可能にし
ていると思われる。

Ⅴ　結論
　本調査により、以下が明らかになった。
　本調査対象の卒業生にとっては、福祉を基盤と
した大学の文化に触れた経験、福祉の実践者とし
ての周囲からの期待、福祉マインドを体現してい
る卒業生やモデルとなる実務経験のある教員の存
在が、多職種連携を推進していく力になっている。
　そして本学で多職種連携教育を開発し、進めて
いくうえでは、学生間の交流を促進するような、
初年次での学部を超えたキャンパス共通の科目を
もうけること、他学部他学科の学生による合同演
習を含む多職種連携に関する科目をカリキュラム
に組み込むことが求められる。具体的には、保健
医療福祉関係職種に関する知識を習得できる科
目、伝わる力をはじめとする表現技術やコミュニ
ケーション能力を向上させる科目をキャンパス全
学部の共通基礎科目に組み入れること、そして専
門教育科目では他学部他学科の学生とのディスカ
ッションを含む現行の学部科目を継続するととも
に、他学部他学科学生でも履修可能な科目を増や
し、そこでは学生が主体的にグループ作りから取
り組み、学術的な意見交流を促す授業が提供され
ることである。
　最後に、本調査は半構造化面接法によるが、グ
ループインタビューを採用したことで、筆者らの
質問に対して一部の卒業生のみが答えることもあ
った。本調査データは音声であり、言語を伴わな

る。そして、本調査を通して、多職種連携を推進
していく専門職養成を目指す学部教育において、

「伝わる力」を育成する必要性があきらかになっ
たととらえられる。これは自らの意思や思考を伝
えることを基礎として、相手に正確に自らの意思
や思考が伝わるよう力を尽くし、そして結果とし
て伝わる、という力である。これにより多職種チ
ームにおいてそれぞれが専門性を発揮することが
可能になり、利用者や患者への支援の円滑化、充
実化がはかられると考える。この力は自分とは異
なる思考を持つ人と多くかかわることで育成され
るものではないだろうか。

２．多職種連携の実践を支える大学の資源
　本調査により、本学の資源が卒業生の多職種連
携の実践に役立っていることがあきらかになっ
た。特に【大学の環境】としてあがった『「福祉
の淑徳」としての歴史』は、保健医療福祉職によ
る連携を進めていく上での本学の特徴であるとと
らえられる。川瀬（2016）は本学の社会福祉学
部（現）卒業生へのアンケート調査において、社
会福祉学科卒業生は他学科と比較して、本学を誇
りに思う気持ちが高かった一方、「後発の社会学
科・人間社会学科および心理学科・実践心理学科
の意識が有意に低」く、学部・学科の改変を進め
てきたことで、「「福祉の淑徳」としてアイデンテ
ィティを確立してきた淑徳大学が、社会学と心理
学という新たな学問領域を包含する大学として、
建学の精神の継承を模索しなければならなくなっ
た時期に入った」ことを指摘する。しかし、本調
査においては他学科の学生にも何らかの形で「福
祉の淑徳」が受け継がれていることが示された。
また、川瀬による調査では「社会を支えるのには、
専門家と隣接領域の関係者が協働することが重要
だと思う」とした卒業生は81.6％にのぼる＊２と
され、多職種連携教育を受けなかった世代でもそ
の重要性を認識している。
　以上から、学部にかかわらず、本学卒業生の多
職種連携の理解や実践への意欲は、カリキュラム
や学内行事を含めた福祉を基盤とする大学の環境
によって育まれ、福祉の実践者としての社会から
の期待を覚知することで、卒業生たちは福祉マイ
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